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防衛施設に係る周辺財産の管理に関する諸課題への対応方針

第１ 基本方針

防衛施設の周辺に所在する行政財産であって、自衛隊等の航空機の離陸、着陸等

の頻繁な実施による音響等に起因する障害の発生を防止等するための緑地帯その他

の緩衝地帯として管理している土地（以下「周辺財産」という。）については、関

連文書によるほか、個々の周辺財産の位置、周辺の土地の利用状況等を勘案し、以

下のとおり、管理の徹底及び活用の推進を図るものとする。

なお、本方針により対応することが困難であると認められる場合には、あらかじ

め本省地方協力局環境政策課（以下「本省」という。）と調整の上、対応されたい。

第２ 無断使用の防止及び解消

１ 基本的考え方

一部の周辺財産が近隣住民等により、地方防衛局長等の使用許可を受けずに無断

で駐車場、家庭菜園等として使用されている事態が生じている。このような事態は、

周辺財産の管理の観点から極めて不適切であることから、その防止及び速やかな解

消に努めるものとする。

２ 防止に向けた取組

⑴ 国有地であること等の周知

無断使用を防止するため、近隣住民等に対して、国有地であること、使用する

ためには許可が必要であること等を周知し無断使用の防止に努める。

具体例：・国有地である旨を示す看板等の設置

・使用許可が必要である旨のホームページへの掲載

・国有地の使用に係る説明リーフレットの配布

・関係自治体、自治会等の広報紙への無断使用禁止啓発記事の掲載

⑵ 境界標及び境界柵の設置

過去に無断使用が行われた箇所及び周囲の環境から無断使用が懸念される箇所

に、境界標及び境界柵が設置されていない場合は優先的に設置する。

⑶ 定期的な巡回

各地方防衛局等（以下「各局等」という。）の担当官等により定期的な巡回を

行い、無断使用の把握に努める。

３ 関係機関との連携

⑴ 関係自治体及び自治会

無断使用に係る情報は可能な範囲で共有するとともに、必要に応じ防止及び解

消に向けた調整を行う。

⑵ 運輸支局等

無断使用者の特定に当たり必要な協力（違法駐車の場合は車両のナンバープレ

ート等の情報を基に登録情報の提供の依頼等）を要請する。

４ 解消に向けた取組

⑴ 解消に向けた作業

個々の案件の状況を勘案しつつ、概ね以下の事項に沿って作業を進める。これ



らの作業期間は概ね１年間を目標とする。着手に当たっては、作業スケジュール、

通知文書の内容等について本省と調整する。

① 無断使用者の特定

関係自治体、自治会、近隣住民等に聞き取りを行うとともに、運輸支局等に

協力を依頼

② 戸別訪問

明け渡し及び原状回復を求める（文書又は口頭）

③ 文書で通知（第１段階）

普通郵便等にて、３ヶ月以内を目途に明け渡し及び原状回復を求める

④ 文書で通知（第２段階）

内容証明郵便にて、３ヶ月以内を目途に明け渡し及び原状回復を求めるとと

もに、従わない場合は法的措置もあり得ることを明記

⑵ 使用許可が可能であることの説明

戸別訪問等の際に、公募により有償で使用許可できる制度がある旨を説明

⑶ 法的措置

無断使用者の理解が得られないと判断される場合は、地方法務局と調整の上、

明け渡し及び原状回復を求める等の民事訴訟の提訴を検討する。

第３ 周辺財産の有効活用

１ 基本的考え方

周辺財産の使用許可は、これまで、公共性、公益性に鑑み、関係自治体等に対し

て行ってきたが、今後は、関係自治体等の要望がない場合には、法人、個人及びこ

れらに類する団体（以下「民間等」という。）に対しても、周辺財産の目的を妨げ

ない限度において、公募により透明性、公平性を確保したうえで、有償によりその

使用を許可し有効活用を図るとともに、維持管理費の低減を図るものとする。

２ 有償使用許可

⑴ 使用許可対象地

周辺財産のうち、防衛省が直接管理する必要がある土地及び既に使用許可して

いる土地を除く土地。

⑵ 使用許可対象用途

周辺財産の目的を妨げない限度において、また、防衛施設の運用に支障が生ず

るおそれがないことを防衛施設の運用部隊とも連携して確認の上、用途を十分精

査する。住居等騒音により機能が害される施設の用に供するものは認められない

が、駐車場、物置等の設置、資材置き場、家庭菜園等の施設のほか、原状回復が

容易であると認められるものであれば妨げるものではなく、判断に迷う場合は本

省と調整する。

なお、被許可者が使用を許可された用途の範囲内で駐車場等として第三者に使

用させる場合については、事前に書面をもって申請させ、当該第三者が信用に足

る者であるか否かを被許可者に準じて審査の上、各地方防衛局長等の承認を受け

ることを条件に認めるものとする。

⑶ 使用許可対象者



関係自治体、民間等。

⑷ 使用許可期間及び使用料

使用許可期間は原則５年以内とし、国として対象財産を引き続き使用する必要

のない場合、一度に限り更新可能とする。ただし、太陽光等を電気に変換する再

生可能エネルギー発電設備の使用許可についてはこの限りではない。

使用料は、国が定める算定方式により算出した額とする。

３ 公募による使用許可の手続

公募による使用許可の手続については、概ね別添の要領に沿って作業を進める。

開始に当たっては、手順及び各局等ホームページへの掲載内容等について本省と調

整する。

また、民間等に対する使用許可のお知らせは、各局等ホームページに通年掲載す

ることとし、使用が可能と判断される要望があった場合には、年１回以上公募を実

施するものとする。

⑴ 各局等のホームページ等への掲載

① 有償使用許可の案内（第１段階）

一定の条件の下に有償での使用許可を行うこととなったことを案内の上、具

体的な事項として、応募資格、応募方法、使用許可申請者の選定、使用許可条

件、使用料、注意事項、問い合わせ先、位置図、使用許可書案等を記載

② 募集要綱（第２段階（公募））

応募に必要な注意事項、手続きの流れ、応募に必要な書類の様式等を記載

⑵ 使用申請者の決定

応募者より提出された書類を審査の上決定する。要件を満たす者が複数となっ

た場合は抽選により決定する。

４ 太陽光等を電気に変換する再生可能エネルギー発電設備の使用許可

太陽光等発電設備の使用許可については、関係法令及び地方自治体の条例等を遵

守して計画されているもので、現地部隊の運用に支障が生じないことが確認され

た事業を対象とする。

なお、使用許可の手続きを進めるに当たっては事前に本省と調整されたい。

第４ 第二種区域に該当しない周辺財産の管理

１ 基本的考え方

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）第

５条に基づく第二種区域の見直し（以下「区域の見直し」という。）等により、第

二種区域に該当しない周辺財産については、必ずしも行政財産として保有すべき性

質を有するものではないため、用途廃止を検討することとする。これに際し、まず

は第二種区域内の公有地との交換により第二種区域に該当しない周辺財産の解消を

検討することとする。第二種区域内の土地の取得は買入によることが原則であるも

のの、第二種区域内の公有地を所有する関係自治体等においても公共用、公用又は

公益事業の用に供するため取得する必要がある場合には、国有財産法第２７条に基



づく交換による解消を図ることとし、国有財産法第１４条第１項の規定に基づく取

得協議を行うほか、各地方財務局に対し、交換計画書を提出し、審査を受けるもの

とする（参照：「国有財産を交換する場合の事務の取扱いについて（昭和４２年３

月１０日蔵国有第４６０号）」）。交換により解消できないものについては、その立

地条件等の個々の現地事情を考慮し、基地対策上影響を及ぼすおそれがある土地を

除き、地方財務局と調整の上、引継ぐものとする。

２ 騒音区域の見直しとの関係

第二種区域に該当しない周辺財産については、原則として用途廃止を検討するこ

ととするが、今後の騒音区域の見直しの動向に留意し、判断に迷う場合は本省と調

整する。

第５ 自然災害等に起因して周辺財産から第三者に生じた被害への対応

１ 基本的考え方

台風等により、周辺財産からの倒木等によって、近隣住民等の所有する物件に損

害を与え、その因果関係及び管理瑕疵が認められた場合は、国家賠償法による補償

を原則とする。ただし、被害者等から近隣住民の生活等に影響を及ぼすとして国に

おける復旧工事等早急な対応を求められ、やむを得ないと認められた場合は、その

対応について本省と調整するものとする。

２ 巡回警備

台風等による被害が想定される場合は、各局等の担当官による巡回等により倒木

等のおそれの有無を確認し、必要に応じて伐採等適切な措置をとる。

３ 被害の報告

台風等により、周辺財産からの倒木等によって、近隣住民等の所有する物件に損

害を与えた事象が生じた場合は速やかに本省に報告する。

４ 対応の策定

被害の状況、周辺財産の立木等との因果関係及び被害者の意向等を総合的に勘案

し、各局等の関係部課及び関係機関とも十分調整の上、対応を策定して本省と調整

する。



お知らせから使用許可
書の交付まで、おおむ
ね３～４か月程度

公募による使用許可の手続きの主な流れ

利用計画書の内容
審査

○利用要望の概要を確認した上で、土地利用計画書（様式１）を配付、提

出させ、その内容を審査

○公募に参加する者（土地利用計画書（様式１）を提出した者を含む）は、

要望書（様式２）、誓約書(様式３-１）及び役員名簿（様式４）（変更

の都度、随時提出）を提出

○転貸を予定する利用計画の場合、転借人にかかる誓約書（様式３-２）及

び役員名簿（様式４）を受付

要望書等の受付

○要望書内容について審査の上、使用許可申請者を決定

○複数者から要望があり、審査の結果要件を満たす者が複数となった場合

は抽選により決定

使用許可申請者の
決定

国有財産使用許可

申請書の提出

○使用許可申請者から国有財産使用許可申請書（様式５）を受付

警察への照会 ○別紙２の応募資格(3)～(7)の要件を満たすこと（暴力団又は暴力団員で

はないことや、暴力団又は暴力団員と関係を有していないこと等）を確

認するため、必要に応じ、警察へ照会

使用許可期間の終了

又は更新再公募

○使用許可期間を更新することなく終了する場合は、国有財産原状回復・

返還届（様式９）を受付

○使用許可の更新を希望する場合は、期間満了の２月前までに国有財産

使用許可申請書（様式５）等を受付

○更新は一度に限り可能であり、更新後の使用期間が満了した後も引き続

き使用の要望がある場合、土地利用計画書（様式１）を提出の上、再公

募により利用者を決定

財務省協議 ○国有財産法に基づく協議

使用許可 ○使用許可書（様式６）の発出

公募公告 ○使用許可が可能であると判断されたものに関しては、透明性・公平性を

確保するため、局ＨＰに公募公告（別紙３－１、別紙３－２）を掲載

○局ＨＰにおいて、個人・企業等に対する有償使用許可に係るお知らせ

（別紙１及び別紙２）を掲載

※周辺財産の位置等がわかる図面も併せて掲載

お知らせ

別添

※ 使用許可後に転貸許可申請書（様式７）の提出があった場合、必要
に応じ、転借人にかかる誓約書（様式３-２）及び役員名簿（様式４)
を警察に照会の上、転貸許可書（様式８）を発出

※ 申請者の作成する様式については、電子ファイルでの作成及び電子メールでの提出が可能。



周辺財産（移転補償跡地）の個人・民間に対する有償使用許可のご案内

防衛省○○防衛（支）局では、○○周辺における周辺財産（移転補償跡地）において、土地の有効活用を図

る観点から、買い入れた土地の行政目的を妨げない範囲で、地方公共団体等への公共的な目的による使用

許可のほか、新たに個人、企業等に対しても、一定の条件の下、有償での使用許可を行うこととなりました。

○ 使用許可の前提条件

・ 居住の目的では利用できません。

・ 原状回復が容易な利用に限ります。（プレハブ・舗装・簡易な工作物等の設置は可能です。 ）

・ 利用の方法としては、駐車場、車両置き場、家庭菜園、物置等の設置、資材置き場などが考えられます。

・ 利用の申し出があった場合は、内容を審査した上、公平性・透明性を確保するため、公募を行います。

・ 使用許可期間は、原則として５年以内です。（国側において当該土地の利用需要が発生しない

場合、原則として一度に限り更新が可能。更新後の使用期間満了後も引き続き使用要望があ

る場合は、期間満了時に再度、公募を行います。）

○ 詳しくは、【○○周辺における国有地（防衛省所管）の使用を希望される方へ】（別紙２）を参照願います。

※（参考）○○周辺の周辺財産の概略図

別紙１



   
○○周辺における国有地（防衛省所管）の使用を希望される方へ（記載例） 

 

○○防衛（支）局 ○○部 ○○課 
 

  防衛省○○防衛（支）局では、○○周辺に所在する国有地（防衛省所管）について、当該土地の
行政目的を妨げない範囲で、駐車場、資材置場などの一時的な使用を有償で認めることとし利用希
望者を募集しています。 
 具体的な要望のある方は、下記事項に留意の上、応募（利用計画の提案）をされるか、公募に参 
加してください。 
 
○ 応募資格 
 
 (1)予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと。 
   （破産者で復権を得ていない者及び国との契約において不正な行為を行ったことのない者）  
 (2)会社更生法（昭和27年法律第172 号）に基づく更正手続開始の申立をしていない者又は申立 
  をされていない者又は、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申 
  立をしていない者又は申立をされていない者であること。  
 (3)法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場 
   合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営  
   に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の 
   防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号の規定する暴力団員をいう。以 
  下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではな 
   いこと。  
 (4)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える   
   目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者ではないこと。  
 (5)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的   
   あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者ではないこと。  
 (6)役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている   
   者ではないこと。  
 (7)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者ではないこと。  
 (8)暴力団又は暴力団員及び(4)から(7)までに定める者の依頼を受けて公募に参加しようとする   
    者ではないこと。  
 (9)応募資格の(3)から(8)については、現在及び将来的に当該要件に反することはない旨を誓約し、

使用許可後に誓約が虚偽であることが判明し、又は(3)から(８)までの要件に反することとな
った場合、当該使用許可の取消をされても異議を申し立てない旨を明記した「誓約書」を提出
した者であること。 

(10) 物件を他の者に転貸しようとするときは、転借人も(1)から(9)の要件を満たすこと。 
 
○応募方法 
 
(1)下記問い合わせ先にご相談ください。  
(2)担当者が要望の概要をお聞きした上で、土地利用計画書の様式を配布しますので、必要事項を

記入して提出してください。作成、提出方法について、電子ファイルでの作成及び電子メール
での提出が可能です。 

(3)利用手続きの流れと注意点は付紙１のとおりです。 
 
○使用許可申請者の選定について 
 
(1)提出された土地利用計画書を審査し、使用許可の前提条件に適合すると認められる場合は、公

募の手続きに入ります。  
(2)公募は、○○防衛局ホームページ上で行います。公募に参加される場合は、公募で示される諸

条件への承諾を前提に、所定の要望書、誓約書及び役員名簿を提出してください。（土地利用
計画書の提出者も、要望書、誓約書及び役員名簿を提出の上、公募に参加いただきます。）  

(3)公募への参加者が土地利用計画書の提出者のみの場合、当該者を使用許可申請者に決定しま
す。使用許可の前提条件に適合すると認められる参加者が複数となった場合は、抽選により使
用許可申請者を決定します。（土地利用計画書の提出者が使用許可申請者に選定されない可能
性もあります。）  
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(4)使用許可申請者に選定された場合でも、上記応募資格の要件を満たさないことが判明した場
合、又、財務省協議によって同意が得られない場合は、使用許可ができないこととなります。  

 
○ 使用許可期間 
 
(1) 使用許可期間は、原則として５年以内とします。 
 (2)使用期間満了に伴い土地等の返還を行う場合は、許可期間内に原状回復を行っていただき    

ます。 
 (3)この物件を公用・公共用として利用の必要のない場合、原則として一度に限り更新が可能です。 
 (4)更新後の使用期間が満了した後も引き続き使用の要望が有る場合は、期間満了時に土地利用計

画書を提出の上、再公募により使用許可申請者を決定します。 
 (5)国で使用許可物件を必要とするときは、許可の取消しをする場合があります。 
 
 
○ 使用料について 
 
 (1)事前に概算使用料をお伝えしますが、あくまでも要望される際の目安です。                                               
 (2)実際の使用料については、使用許可申請をいただいたあと提示いたします。  
 (3)使用料については、減額措置等はありませんのでご注意ください。  
 (4)使用許可書発行後、当局が発行する納入告知書により、指定期日までに一括納入いただ 
    きます。 
 
 
【使用許可についての注意事項】 
 
   以下に該当する事項がある場合は許可しない。 
 

① 国の事務、事業の遂行に支障が生じるおそれがあると判断した場合 
 

② 国有財産の管理上支障が生じるおそれがあると判断した場合 
 

・産業廃棄物、廃棄を目的とする砂利・土砂、廃材、薬品等の保管場所として使用し、 
         土壌汚染のおそれがある。  
         ・国の管理する土地への進入に支障が生じるおそれがある。  
         ・営利活動等によって近隣住民と争いが生じ、当局に対する苦情が起こるおそれがある。  
         ・振動・騒音・悪臭の著しいもの。  

・防衛施設の運用に問題が生じるおそれがある。 
 

③ 国有財産の公共性、公益性に反する以下の事項があると判断した場合 
 

・公序良俗に反し、社会通念上不適当である。  
         ・特定の個人、団体、企業の活動を行政の中立性を阻害して支援することとなる。  
         ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。) 第2条第2 

項に規定する暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとすること。  
  ・上記のほか、使用収益により公共性、公益性を損なうおそれがある。 
④ プレハブなど簡易なものを除き、堅固な建物、構築物等を設置する場合（原状回復が容易な
利用に限る。）  

その他、使用許可上の注意は、｢ 国有財産使用許可書の内容（付紙２）｣を参照してください。 
 
  

 
○ 問い合わせ先 
 
  



付紙１

利用手続きの流れと注意点（記載例）

○○周辺における国有地（防衛省所管）の利用を希望される方へ
○○防衛（支）局

○○周辺において、防衛省で所有している国有地については、これまで公共を目的とした使用に限って地方公

共団体等へ使用許可を行ってきました。

この度、 土地の有効活用を図る観点から、買い入れた土地の行政目的を妨げない範囲で、一定の条件のもと、

個人・企業等への使用許可を行うこととしました。

国有地の使用を希望される場合は、 以下のとおりの手続きになります。

国有地利用の要望 場所、用途、使用期間等をお聞きします。なお、用途によってはお貸しできない場合があります。

また、国有財産の使用許可であるため、使用料については国で算定された金額になり、また国の

事業都合により使用許可の取り消しがあることもご承知おきください。

※土地利用計画書（様式１）を提出して下さい。

要望事項について、当局で事前審査を行い、使用が可能と判断した場合は、公募を行います。

物件、面積、使用可能期間の提示

・公募内容について、要望と合致した場合には要望書（様式２）、誓約書（様式３-１）及び役員

名簿（様式４）（変更の都度、随時提出）を提出して下さい。（土地利用計画書（様式１）の

提出者も同様の書類を提出の上、公募に参加して下さい。）

・転貸する場合、転借人にかかる誓約書（様式３-２）及び役員名簿（様式４）も提出して下さい。

要望書内容について審査のうえ許可申請書の申請者を決定します。なお、複数者から要望があり、

審査の結果要件を満たす者が複数となった場合は抽選となります。

国有財産使用許可
申請書の提出

公募の結果をお知らせしますので、申請者となられた方は国有財産使用許可申請書（様式５）を

提出して下さい。

警察への照会

財 務 省 協 議

使 用 許 可

暴力団又は暴力団員ではないこと、暴力団又は暴力団員と関係を有していないこと等について、
必要に応じ、警察へ照会します。

返 還・更 新

再 公 募

・国有財産使用許可書（様式６）の発出後、別途送付する納入告知書により１年分（年
度途中の場合は、日割計算）を前納していただきます。

・使用許可後に使用物件の転貸を希望する場合は、国有財産の転貸許可申請書（様式７)
誓約書（様式３-２）及び役員名簿（様式４）を提出して下さい。転借人についても、必
要に応じ、警察へ照会の上、国有財産の転貸許可書（様式８）を発出します。

内 容 審 査

申 請 者 の 決 定

要 望 書 の 提 出

公 募 公 告

・使用料及び使用許可開始予定時期については、この時点で申請者へご連絡いたします。但し使

用料については、開始時期によって増減があります。

・財務省協議の結果、使用許可できない場合もあります。

・使用許可を終了する場合は、国有財産原状回復・返還届（様式９）を提出して下さい。

・公用・公共用として利用の必要のない場合、一度に限り更新が可能なため、期間満了の２月前

までに国有財産使用許可申請書（様式５）を提出して下さい。

・更新後の使用期間が満了した後も引き続き使用の要望がある場合は、土地利用計画書（様式１）

を提出いただき、再公募により利用者を決定します。

・但し、国有地の管理形態が変更となった場合、公用、公共用としての利用の必要性に関係無く、

使用許可の取消を行い、更新は行いません。

※ （様式１～５、様式７、様式９）については、電子ファイルでの作成及び電子メールでの提出が可能です。



 
 

国有財産使用許可書の内容（記載例）  
 

（使用許可物件）                      
第１条 使用を許可する物件は、次のとおりである。         

  
  口 座 名  
  所   在 
  区   分    （公募する周辺財産の内容を記載します。）  
  数   量  
  使用部分 別図のとおり 
（２ 前記の物件について、別添のとおり転貸を承認する。） 
 
（指定用途）  

第２条 使用を許可された者は、前記の物件を○○○の用に供しなければ
ならない。  

 
（使用許可期間）  

第３条 使用を許可する期間は、令和○○年○○月○○日から令和○○年
○○月○○日までとする。ただし、使用許可の更新を受けようとすると
きは、使用を許可された期間の満了２月前までに、書面をもって部局長
に申請しなければならない。また、更新後の使用期間が満了した後も引
き続き使用の希望がある場合は、再度公募を実施する必要があることか
ら、使用を許可された者は部局長の指定する期日までに、書面をもって
部局長に申し出なければならない。 

 
（使用料）  

第４条 令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日までの使用
料は○○円とする。  

２ 前項に規定する期間が満了した後の期間に係る使用料については、改
めて部局長から通知する。なお、使用料は毎年度改定するものとし、改
定の都度、当該年度分の使用料を部局長から通知する。 

 
（使用料の納付） 
第５条 前条第１項に定める使用料は、当局歳入徴収官の発する納入告知

書により、指定期日までに納入しなければならない 
 
（使用料の改定） 
第６条 部局長は、経済情勢の変動、国有財産関係法の改廃その他の事情

の変更に基づいて特に必要があると認める場合には、使用料を改定する
ことができる。  

 
（延滞金） 
第７条 指定期日までに使用料を支払わないときは、その翌日から納入の

日までの日数に応じ、第２項に定める率で計算した金額を延滞金として
支払わなければならない。 

２ 前項の延滞金利率は延滞起算日時点の国の債権の管理等に関する法律
施行令第２９条第１項本文に規定する財務大臣が定める率を定める告示
（昭和３２年大蔵省告示第８号）に定める率とする。 
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（物件保全義務等）  

第８条 使用を許可した物件は、国有財産法第１８条第６項に規定する制
限の範囲内で使用させるものであり、使用を許可された者は特に次に掲
げる措置をするとともに、善良な管理者の注意をもって維持保存しなけ
ればならない。    
（１）雑草の繁茂、野火の発生、種子飛散等の防止    
（２）残土、ごみ、汚物等の投棄の防止    
（３) 不法占拠等の防止  

 
２ 前項の維持保存のため通常必要とする修繕費その他の経費は、使用を

許可された者の負担とし、その費用は請求しないものとする。 
 
（使用上の制限） 

第９条 使用を許可された者は、使用を許可された期間中、使用を許可さ
れた物件を第２条に指定する用途以外に供してはならない。  

 
２ 使用を許可された者は、使用を許可された物件を担保に供してはなら

ない。 
 
３ 使用を許可された者は、使用を許可された物件について、次に掲げる

行為をしようとするときは、事前に書面をもって部局長の承認を受けな
ければならない。 
（１）現状変更をしようとするとき 
（２）使用計画を変更しようとするとき 
（３）本許可書の承認後、新たに転貸しようとするとき 

 
４ 使用を許可された者は、使用を許可された物件に次に掲げる建物等を
設置してはならない。  
（１）居住を目的とする建物    
（２）地上○○ｍの高さを超える建物、工作物又は仮設物    
（３）電波に障害を与える又はそのおそれのある建物又は工作物 

 
５ 使用を許可された者は、使用を許可された物件内において、次に掲げ

る行為をしてはならない。    
（１）電波に障害を与える又はそのおそれのある機械器具を搬入する行

為    
（２）その他防衛施設の安定的運用を阻害する又はそのおそれのある行

為 
            
（使用許可の取消し）  
第１０条 部局長は、次の各号の１に該当するときは、使用許可の取消し

をすることができる。  
 （１）使用を許可された者が許可条件に違背したとき。      
 （２）使用を許可された者の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合
は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。
以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団
をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する
暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。    

（３）使用を許可された者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不
正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴



力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。    
（４）使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、

資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に
暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。    

（５）使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員であること
を知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。   

（６）使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に
非難されるべき関係を有しているとき。 

  
２ 部局長は、使用を許可した物件を国又は公共団体において、公共用、

公用又は公益事業の用に供するため必要が生じたときは、国有財産法第
１９条で準用する同法第２４条第１項の規定に基づき、使用許可の取消
しをすることができる。 

３ 部局長が第１項の規定により使用許可の取消しをした場合、これによ
り使用を許可された者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償する
ことを要しない。  

 
４ 使用を許可された者は、部局長が第１項の規定により使用許可の取消

しをした場合において、国に損害が生じたときは、その損害を賠償する
ものとする。  

 
（原状回復）  

第１１条 部局長が使用許可を取消したときは、使用を許可された者は、
自己の負担で、直ちに、使用を許可された物件を原状に回復して返還し
なければならない。ただし、部局長が特に承認したときは、この限りで
ない。 

２ 使用を許可された期間が満了するときは、使用を許可された者は、自
己の負担で、使用を許可された期間の満了日までに、使用を許可された
物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、公募により改
めて使用を許可された場合その他部局長が特に承認したときは、この限
りでない。 

 
３ 使用を許可された者が原状回復の義務を履行しないときは、部局長は、

使用を許可された者の負担においてこれを行うことができる。この場合
使用を許可された者は、部局長に異議を申し立てることができない。 

 
（損害賠償）  
第１２条 使用を許可された者は、その責に帰する事由により、使用を許

可された物件の全部又は一部を滅失又は損傷したときは、  
 当該滅失又は損傷による使用を許可された物件の損害額に相当する金額

を損害賠償として支払わなければならない。ただし、前条の規定により
使用を許可された物件を原状回復した場合は、この限りでない。  

 
２ 前項に掲げる場合のほか、使用を許可された者は、本許可書に定める

義務を履行しないため損害を与えたときは、その損害額に相当する金額
を損害賠償として支払わなければならない。  

 
３ 使用を許可された者は、その責めに帰する事由により、第三者に損害

を与えたときは、使用期間及び期間終了後においても、自己の負担で、
その賠償を行わなければならない。  

 
 （有益費等の請求権の放棄）  

第１３条 使用許可の取消が行われたとき又は使用を許可した期間が満了



したときは、使用を許可された者は、使用を許可された物件に投じた改
良のための有益費その他の費用が現存している場合であっても、その費
用等の償還の請求はしないものとする。  

 
 （実地調査等）  

第１４条 部局長は、使用を許可した物件について随時に実地調査し、又
は所要の報告を求め、その維持使用に関し指示することができる。 

 
 （疑義の決定）  
第１５条 本条件に関し、疑義のあるときその他使用を許可した物件の使

用について疑義を生じたときは、部局長の決定するところによるものと
する。 



別添 

転貸を承認する財産 

(1)区分及び数量： 

区分 種目 数量 備考 

土地 敷地 ㎡  

 

(2)転借人の住所及び氏名 

(3)転借人の用途 

(4)転貸期間 

自：令和  年  月  日から 

至：令和  年  月  日まで 



 

○防管第○○号 

 

公募公告 

 

 下記のとおり公告します。 

 

記 

 
 当局においては、国有地の管理及び事業等に支障のない範囲で、駐車場、車両置場、
物置等の設置、資材置場などの一時的な使用について、有償による利用要望者を募集し
ます。 

  なお、ご要望に関しては以下の点にご留意願います。 
 
 

  １. 応募される方は、本公告及び「○○周辺における国有地(防衛省所管)の利用を希
望される方へ（別紙２）」、「利用手続きの流れと注意点（付紙１）」、「国有財
産使用許可書の内容（付紙２）」(以下、「利用案内」という) をお読みいただき、
各条項をご承知の上、お申し込み下さい。     

        

   ２. この物件の使用については、現状での使用を原則として、堅固な建物、構築物は
設置できません。この他にも使用条件がありますので、詳しくは「利用案       
内」をお読みください。 

 

   ３. 応募については、「利用案内」の応募資格をすべて満たす法人又は個人に限りま
す。なお、応募を受ける期間は、下記の「応募の受付期間」欄に記載しております。 

 

   ４. 応募の受付けは、「国有財産使用許可要望書（様式２）」、「誓約書（様式３）」
及び「役員名簿（様式４）」を提出していただき、 内容審査の上、使用許可申請者
を決定します。但し、審査の結果により要件を満たす者が複数となった場合は抽選
とします。       

 

   ５. 使用許可申請者に決定した場合は、速やかに「国有財産使用許可申請書（様式５）」
を提出して下さい。なお、使用許可は関係機関の照会及び財務省協議終了後となり
ますので、照会・協議の結果、使用許可できない場合もあります。 

                                 
   ６. この物件の使用にあたり、本公告や「利用案内」の各条項に違背したとき、また、

国でこの物件を必要とするときは、許可の取消をする場合があります。 

 
   ７. 使用料については、使用許可後、別途送付する納入告知書により一括して支払っ 
   てください。                                                           
 
   ８. 応募の受付けは、下記において行います。また、使用可能期間や使用条件等は 
   下記に記載しておりますが、詳細については「利用案内」をご確認ください。 
                        

記 

別紙３ 



 
〇募集物件一覧 

NO. 所  在  地.    物件の種別、数量 備    考 

１ 
    

２ 
    

３ 
    

４ 
    

５ 
    

 
〇 応募の受付期間は、令和○○年○○月○○日 (○) から令和○○年○○月○○日

（○）までの土・日曜日及び祝日を除<午前９時３０分から午後５時まで（午前１２
時から午後１時を除く。）とします。(郵送の場合は、○○月○○日○○時必着。) 

なお、一つの物件に対し複数の応募があり、内容審査の結果、審査要件を満たす者
が複数となった場合は、令和○○年○○月○○日（○）○○防衛局において抽選を行
います。（詳細は該当する者に連絡します。） 

 
〇 使用可能期間は、許可日から令和○○年３月３１日までとします。   

使用許可期間は、原則として５年以内とします。 

公用・公共用として利用の必要のない場合、原則として一度に限り更新が可能です。 
使用を終了する場合は、使用許可期間終了時までに原状回復し、「国有財産返還・

現状回復届（様式９）」を提出後、担当官の確認を受けてください。 
                                                                      

〇 使用料の額は、許可書発行時に確定します。 
 
○ 使用申請にあたっては、当局の指示に従い、地元自治会及び隣接地所有者等に説明

等を行ってください。 
また、使用開始後は、除草や樹木の剪定など適切な管理を行ってください。 

 
〇 本公告にかかる資料の提出先（電子メール、郵送又は持参）及び物件に関する照会

先 
 (土,日曜日及び祝日を除く午前９時３０分から午後５時まで（午前１２時から午後
１時を除く。）) 

 

   ○○防衛（支）局 ○○部 ○○課  ○○係 
    電話： 
    住所： 
  E-mail: 



（様式１）

応募者氏名（法人名）

（住所及び連絡先）

（ 担 当 者 氏 名 ）

物 件 所 在 地

転貸の予定の有無 有　・　無

計　　　画　　　図

使　　用　　目　　的　　及　　び　　概　　要

土　地　利　用　計　画　書

（　概　要　）

（使用目的）



（様式２） 
 

令和○○年○○月○○日 
防衛省所管国有財産部局長 

○○防衛（支）局長  殿 
 

要望者  住所又は 
所 在 地                    
氏名又は 
名    称                      
担 当 者                     
連 絡 先                                          

 
 

国 有 財 産 使 用 許 可 要 望 書 
 
 
  「○○周辺における国有地(防衛省所管)の使用について」(○防管第○○号)の募集について、募
集要項の各条項を承知の上で、下記のとおり要望します。 
 
 

記 
 
 
  １．所  在  地： 
 
 ２．区 分 ・ 数 量： 土地     ㎡ 
 
  ３．期     間：  許可日 ～ 令和○○年○○月○○日 
 
  ４．使 用 目 的： 
 
 ５．使用計画の概要： 
 
  ６．設 置 す る 施 設： 
 
７．転貸の予定の有無：有 ・ 無 
 

 ８．計画図 
  



（様式３-１） 

 

誓 約 書 

 

口 私 

口 当社 

は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、使用許可を受けた国有

財産の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等を行わないとともに、暴力団員等による不当介入を

受けた場合には、下記３の措置を行うことを誓約します。また、当方が下記１に該当しないことを確

認するため、当方の個人情報について、国が警察当局へ情報提供することに同意します。  

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、 当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者  

(1) 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当する者でないこと。                  

（破産者で復権を得ていない者及び国との契約において不正な行為を行ったことのない者） 

(2) 会計更生法（昭和 27 年法律第 172 号）に基づく更正手続開始の申立をしていない者又は申立 

をされていない者又は、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立をし

ていない者又は申立をされていない者であること。                   

(3) 法人等（個人、法人又は団体をいう。)の役員等（個人である場合はその者、法人である場合

は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質

的に関与している者をいう。以下同じ。)が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律(平成３年法律第 77 号) 第 2 条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員(同法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(4) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると

き 

(7) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

なお、役員等に変更があった場合は、速やかに変更後の役員名簿を提出します。 

 

 

 

 



２ 公序良俗に反する使用等 

暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されて

いる者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知り

ながら、使用許可物件を第三者に転貸し又は賃借権を譲渡すること。 

３ 警察への通報等 

(1) 使用許可物件 を使用するに当たって、 暴力団又は暴力団員、社会運動標ぼうゴロ(※１)、政

治活動標ぼうゴロ(※２)、その他暴力団関係者から、不当要求又は業務妨害を受けた場合は、断

固としてこれを拒否するとともに、速やかに警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。 

(2) (1)による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合又は転借人からその旨の報告を受

けた場合には、速やかにその内容を記載した書面により、許可者に報告すること。 

 

 

※１ 社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれが

あり、市民生活の安全に脅威を与える者 

 

※２ 政治活動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれが

あり、市民生活の安全に脅威を与える者 

 

 

○○防衛（支）局長   殿 

 

 

令和 ○○年○○月○○日 

 

 

       住所又は所在地 

 

 

 

           氏名又は名称 



（転借人用） 

（様式３-２） 

 

誓 約 書 

 

口 私 

口 当社 

は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、転貸を受けた国有財産

の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等を行わないとともに、暴力団員等による不当介入を受け

た場合には、下記３の措置を行うことを誓約します。また、当方が下記１に該当しないことを確認す

るため、当方の個人情報について、国が警察当局へ情報提供することに同意します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、 当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者  

(1) 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当する者でないこと。       

（破産者で復権を得ていない者及び国との契約において不正な行為を行ったことのない者） 

(2) 会計更生法（昭和 27 年法律第 172 号）に基づく更正手続開始の申立をしていない者又は申立

をされていない者又は、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立を

していない者又は申立をされていない者であること。  

(3) 法人等（個人、法人又は団体をいう。)の役員等（個人である場合はその者、法人である場合

は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質

的に関与している者をいう。以下同じ。)が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律(平成３年法律第 77 号) 第 2 条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員(同法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(4) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると

き 

(7) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

なお、役員等に変更があった場合は、速やかに変更後の役員名簿を提出します。 

 

 

 



２ 公序良俗に反する使用等 

暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されて

いる者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知り

ながら、転貸物件を第三者に転貸し又は賃借権を譲渡すること。 

 

３ 警察への通報等 

(1) 転貸物件を使用するに当たって、 暴力団又は暴力団員、社会運動標ぼうゴロ(※１)、政治活

動標ぼうゴロ(※２)、その他暴力団関係者から、不当要求又は業務妨害を受けた場合は、断固と

してこれを拒否するとともに、速やかに警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。 

(2) (1)による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載し

た書面により、許可者に報告すること。 

 

 

※１ 社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれが

あり、市民生活の安全に脅威を与える者 

 

※２ 政治活動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれが

あり、市民生活の安全に脅威を与える者 

 

 

○○防衛（支）局長   殿 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

       住所又は所在地 

 

 

 

           氏名又は名称 



（様式４） 

 
令和○○年○○月○○日 

 

役 員 名 簿 

 

商号又氏名 

 

 

 

所  在  地 

 

 

 

役  職  名 
 

 
(フリガナ) 
氏     名 

 

生年月日 
 

 

性別 
 

 

住       所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

    

 



（様式５） 

令和○○年○○月○○日 

 防衛省所管国有財産部局長 

     ○○防衛（支）局長 殿 

 

申請者 住所 

氏名（代表者）     

 

国有財産使用許可申請書 

 

 下記のとおり国有財産を使用したく、関係書類を添付して申請します。 

 

記 

１ 使用しようとする財産 

 (1)口座名：○○周辺地区 

 (2)所 在：○○○○ 

(3)区分及び数量： 

区分 種目 数量 備考 

土地 敷地 ㎡  

 

２ 使用しようとする理由 

   

 

３ 使用計画（事業計画） 

    

 

４ 使用しようとする期間 

  自：令和○○年○○月○○日から 

  至：令和○○年○○月○○日まで 

 

５ 転貸しようとする財産等 

(1)区分及び数量： 

区分 種目 数量 備考 

土地 敷地 ㎡  

 

(2)転借人の住所及び氏名 

 

(3)転借人の用途 

 

 



(4)転貸期間 

自：令和○○年○○月○○日から 

至：令和○○年○○月○○日まで 

 

６ その他参考となるべき事項 

担当者連絡先（納入告知書送付先） 

 

 



 
（様式６） 
                                                          

○防管第○○号 
                                       令和○○年○○月○○日 
 

国有財産使用許可書 
                                     
  使用者 住所 
          氏名（代表者） 殿 
 
                                        許可者 
                                          部局長氏名 印 
 

令和  年  月  日付をもって申請のあった当局管理の国有財産を
使用することについては、国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第１８
条第６項及び第１９条の規定に基づき、下記の条件を付して許可する。 
 この許可について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律
第６８号）の定めるとことにより、この許可があったことを知った日の翌
日から起算して３月以内に防衛大臣に対して審査請求をすることができる。
なお、許可があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、許可に
ついての審査請求をすることができない。 
 また、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところに
より、この許可があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、
国（法務大臣）を被告として処分取消しの訴えを提起することができる。
ただし、審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決があったこ
とを知った日の翌日から起算して６月以内とする。なお、許可又は裁決の
日から１年を経過したときは、処分取消しの訴えを提起することができな
い。 
 
 

記 
 
 

（使用許可物件）                      
第１条 使用を許可する物件は、次のとおりである。  
  口 座 名  
  所在区分  
  数   量  
  使用部分 別図のとおり 
（２ 前記の物件について、別添のとおり転貸を承認する。） 
 
（指定用途）  

第２条 使用を許可された者は、前記の物件を○○○の用に供しなければ
ならない。  

 
（使用許可期間）  

第３条 使用を許可する期間は、令和○○年○○月○○日から令和○○年
○○月○○日までとする。ただし、使用許可の更新を受けようとすると
きは、使用を許可された期間の満了２月前までに、書面をもって部局長
に申請しなければならない。また、更新後の使用期間が満了した後も引



き続き使用の希望がある場合は、再度公募を実施する必要があることか
ら、使用を許可された者は部局長の指定する期日までに、書面をもって
部局長に申し出なければならない。 

 
（使用料）  

第４条 令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日までの使用
料は○○円とする。  

２ 前項に規定する期間が満了した後の期間に係る使用料については、改
めて部局長から通知する。なお、使用料は毎年度改定するものとし、改
定の都度、当該年度分の使用料を部局長から通知する。 

 
（使用料の納付） 
第５条 前条第１項に定める使用料は、当局歳入徴収官の発する納入告知

書により、指定期日までに納入しなければならない 
 
（使用料の改定） 
第６条 部局長は、経済情勢の変動、国有財産関係法の改廃その他の事情

の変更に基づいて特に必要があると認める場合には、使用料を改定する
ことができる。  

 
（延滞金） 
第７条 指定期日までに使用料を支払わないときは、その翌日から納入の

日までの日数に応じ、第２項に定める率で計算した金額を延滞金として
支払わなければならない。 

２ 前項の延滞金利率は延滞起算日時点の国の債権の管理等に関する法律
施行令第２９条第１項本文に規定する財務大臣が定める率を定める告示
（昭和３２年大蔵省告示第８号）に定める率とする。 

 
（物件保全義務等）  

第８条 使用を許可した物件は、国有財産法第１８条第６項に規定する制
限の範囲内で使用させるものであり、使用を許可された者は特に次に掲
げる措置をするとともに、善良な管理者の注意をもって維持保存しなけ
ればならない。    

 （１）雑草の繁茂、野火の発生、種子飛散等の防止    
（２）残土、ごみ、汚物等の投棄の防止    
（３) 不法占拠等の防止  

 
２ 前項の維持保存のため通常必要とする修繕費その他の経費は、使用を

許可された者の負担とし、その費用は請求しないものとする。 
 
（使用上の制限） 

第９条 使用を許可された者は、使用を許可された期間中、使用を許可さ
れた物件を第２条に指定する用途以外に供してはならない。  

 
２ 使用を許可された者は、使用を許可された物件を担保に供してはなら

ない。 
 
３ 使用を許可された者は、使用を許可された物件について、次に掲げる

行為をしようとするときは、事前に書面をもって部局長の承認を受けな
ければならない。 
（１）現状変更をしようとするとき 
（２）使用計画を変更しようとするとき 



（３）本許可書の承認後、新たに転貸しようとするとき 
 
４ 使用を許可された者は、使用を許可された物件に次に掲げる建物等を
設置してはならない。  
（１）居住を目的とする建物    
（２）地上○○ｍの高さを超える建物、工作物又は仮設物 
（３）電波に障害を与える又はそのおそれのある建物又は工作物 

５ 使用を許可された者は、使用を許可された物件内において、次に掲げ
る行為をしてはならない。     
（１）電波に障害を与える又はそのおそれのある機械器具を搬入する行

為  
（２）その他防衛施設の安定的運用を阻害する又はそのおそれのある行

為 
            
（使用許可の取消し）  
第１０条 部局長は、次の各号の１に該当するときは、使用許可の取消し

をすることができる。  
（１）使用を許可された者が許可条件に違背したとき。    
（２）使用を許可された者の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合
は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。
以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団
をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する
暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。    

 （３）使用を許可された者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不
正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴
力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。    

 （４）使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、
資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に
暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。    

 （５）使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員であること
を知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。   

 （６）使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に
非難されるべき関係を有しているとき。 

  
２ 部局長は、使用を許可した物件を国又は公共団体において、公共用、

公用又は公益事業の用に供するため必要が生じたときは、国有財産法第
１９条で準用する同法第２４条第１項の規定に基づき、使用許可の取消
しをすることができる。 

３ 部局長が第１項の規定により使用許可の取消しをした場合、これによ
り使用を許可された者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償する
ことを要しない。  

 
４ 使用を許可された者は、部局長が第１項の規定により使用許可の取消

しをした場合において、国に損害が生じたときは、その損害を賠償する
ものとする。  

 
（原状回復）  

第１１条 部局長が使用許可を取消したときは、使用を許可された者は、
自己の負担で、直ちに、使用を許可された物件を原状に回復して返還し



なければならない。ただし、部局長が特に承認したときは、この限りで
ない。 

２ 使用を許可された期間が満了したときは、使用を許可された者は、自
己の負担で、使用を許可された期間の満了日までに、使用を許可された
物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、公募により改
めて使用を許可された場合その他部局長が特に承認したときは、この限
りでない。 

 
３ 使用を許可された者が原状回復の義務を履行しないときは、部局長は、

使用を許可された者の負担においてこれを行うことができる。この場合
使用を許可された者は、部局長に異議を申し立てることができない。 

 
（損害賠償）  
第１２条 使用を許可された者は、その責に帰する事由により、使用を許

可された物件の全部又は一部を滅失又は損傷したときは、  
 当該滅失又は損傷による使用を許可された物件の損害額に相当する金額

を損害賠償として支払わなければならない。ただし、前条の規定により
使用を許可された物件を原状回復した場合は、この限りでない。  

 
２ 前項に掲げる場合のほか、使用を許可された者は、本許可書に定める

義務を履行しないため損害を与えたときは、その損害額に相当する金額
を損害賠償として支払わなければならない。  

 
３ 使用を許可された者は、その責めに帰する事由により、第三者に損害

を与えたときは、使用期間及び期間終了後においても、自己の負担で、
その賠償を行わなければならない。  

 
 （有益費等の請求権の放棄）  

第１３条 使用許可の取消が行われたとき又は使用を許可した期間が満了
したときは、使用を許可された者は、使用を許可された物件に投じた改
良のための有益費その他の費用が現存している場合であっても、その費
用等の償還の請求はしないものとする。  

 
 （実地調査等）  

第１４条 部局長は、使用を許可した物件について随時に実地調査し、又
は所要の報告を求め、その維持使用に関し指示することができる。 

 
 
 （疑義の決定）  
第１５条 本条件に関し、疑義のあるときその他使用を許可した物件の使

用について疑義を生じたときは、部局長の決定するところによるものと
する。 



別添 

転貸を承認する財産 

(1)区分及び数量： 

区分 種目 数量 備考 

土地 敷地 ㎡  

 

(2)転借人の住所及び氏名 

 

(3)転借人の用途 

 

(4)転貸期間 

自：令和  年  月  日から 

至：令和  年  月  日まで 



（様式７） 

令和○○年○○月○○日 

 

 防衛省所管国有財産部局長 

    ○○防衛（支）局長 殿 

 

申請者 住所 

氏名（代表者） 

               

 

国有財産の転貸許可申請書 

 

 令和○○年○○月○○日付、○防管第○○号により国有財産使用許可を受けている

国有財産の転貸の許可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 転貸の財産等 

 

区分 種目 数量 備考 

土地 敷地 ㎡  

 

２ 転借人の住所及び氏名 

   

 

３ 転借人の用途 

    

 

４ 転貸期間 

  自：令和○○年○○月○○日から 

  至：令和○○年○○月○○日まで 

 

５ 添付書類 

(1)計画図 

(2)誓約書 

(3)役員名簿 



 

 

（様式８） 

○防管第○○号 

令和○○年○○月○○日 

 

使用者 住所 

氏名（代表者）   殿 

 

許可者 

部局長氏名       印 

 

国有財産の転貸許可書 

 

令和○○年○○月○○日付をもって申請のあった国有財産の転貸につい

て、以下のとおり許可する。 

 

 (1)区分及び数量： 

区分 種目 数量 備考 

土地 敷地 ㎡  

(2)転借人の住所及び氏名 

 

 (3)転借人の用途 

 

(4)転貸期間 

自：令和○○年○○月○○日から 

  至：令和○○年○○月○○日まで 



様式９

：

：

：

：

：

上記立会いの結果、原状回復について確認しました。

確認者 所属氏名 ○○防衛局　○○部　○○課

土地  　　　　　   ㎡

令 和 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日

２．区　　　分・数　　　量

３．上記物件使用開始の
　　許可番号及び年月日

４．返　還　理　由

５．添　付　書　類 使用許可物件平面図及び位置図、原状回復前後の写真

代 表 者 氏 名

記

１．所　在　地

使 用 者

令和○○年○○月○○日

　　　　　　○○防衛（支）局長　殿

国有財産返還・原状回復届

　令和○○年○○月○○日付、○防管第○○号により国有財産使用許可を受けました下記物件は、
令和○○年○○月○○日をもって原状回復のうえ返還致します。

住 所

防衛省所管国有財産部局長


